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ご挨拶  

 沖縄は異例の長い梅雨が明けて、遅れていた首都圏

がようやく梅雨に入りました。コロナはその首都圏と

沖縄が最悪の状態です。ワクチンは相当に効果があり

そうです。首都圏と沖縄にワクチンを集中して投入し

てもらいたいものです。 
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【視点】バイオマス発電に「規制強化」の議論 

EU がバイオマス発電の一部を「再生可能エネルギ

ー」と認めないという新たな基準を検討しているとい

う。環境活動家には、バイオマス発電はすべて再エネ

から除外せよという極端な要求も出ているらしい。 

「多様性の高い」原生林を伐採して環境を破壊して

いると指摘、「再生可能」と認めないと要求している。  

バイオマス発電は EU の再エネの 3 分の 2 近くを占

めて風力発電や太陽光発電などを上回る。フィンラン

ドやスウェーデンなどは依存度が高く、規制強化に 

抵抗を示している。 

 日本でもバイオマス発電は温暖化ガス削減の手段

の一つとして期待され、北海道や九州などで取り組み

が強化されている。しかし、手段が目的化して炭酸ガ

ス吸収効果の大きい巨木を切り倒してバイオマス発

電炉にくべられることがあってはならない。放置され

てきた間伐材処理や廃棄有機物処理などの新しい循

環型社会の柱としての位置づけを忘れてはなるまい。 

 

◆◆ 沖縄ＤＸ、会員・連携企業・団体の動き ◆◆ 

●沖縄 DX チャンネル開始● 

Youtube を使う情報発信を検討していたが、第一弾

として動画による「解説セミナー」を企画、「第 1 回サ

イバーセキュリティ対策」をリリースした。中島理事

長を進行役に先進的なセキュリティ対策を講じてい

る全日本空輸のデジタル変革室企画推進部の和田昭

弘担当部長をゲストに招き、同社が採用を決めた

「ZENMU Virtual Desktop」「Appguard」について

Zenmutech の岡田昌徳営業本部 General Manager、

J&J Partners の一丸真信パートナーを交えて百％の

防衛ができなくなった時代に百％の防御をする備え

を聞いている。 

 https://youtu.be/沖縄 DX チャンネル 20210622 

 をご覧ください。 

 

◆◆◆ セキュリティーの潮流 ◆◆◆  

●中日新聞、不正アクセス、個人情報 14 万件● 

中日新聞社がキャンペーン応募のウェブページの

運営を委託していた会社が不正アクセスを受け、応募

した約 14 万 3 千件の個人情報が流出した模様だ。 

 

●JOC に昨年 4 月サイバー攻撃● 

日本オリンピック委員会（JOC）は昨年 4 月にサイ

バー攻撃を受けていた。強化選手に関する個人情報な

ど保管されていたが、外部流出はないという。 

 

●EU、サイバー防衛で連携 中ロの攻撃● 

EU は加盟国の既存機関の機能を横断的に調整する

部署を設け、サイバー防衛力を強化する。これまでの

限定的分野、地域の対応から、中国やロシアなどから

のサイバー攻撃に共同で防衛にあたる。 

 

●個人情報不正調査でイケア仏法人に罰金 1億円超● 

フランス裁判所は多数の従業員の個人情報を不正

に調べていたとして、スウェーデンの家具大手イケア

の仏法人に 100 万ユーロ（約 1 億 3 千万円）の罰金刑

を言い渡した。元代表のジャンルイ・バイヨ被告は執

行猶予 2 年、罰金 5 万ユーロの有罪判決を受けた。 

 

●サイバー防衛、日本は最下位グループ●  

英シンクタンク、国際戦略研究所によると日本のサ

イバー能力は 3 段階のうち最も低い「第 3 グループ」

である。第 1 グループの米国、第 2 グループの英国、



中国、ロシアなどよりも下だった。憲法上の制約から

情報収集や攻撃能力が見劣りすると指摘した。 

 

●全 8 億口座に資金洗浄リスク、電子決済で隙も●  

日本のマネーロンダリング対策を調べる国際組織

「金融活動作業部会」がまとめている審査結果では、

疑わしい取引は高止まりし、日本におよそ 8 億ある預

金口座は常にリスクと隣り合わせの状態という。 

 

●中国系、日本への攻撃活発、「国際協力」必要● 

ロシアの情報セキュリティー大手、カスペルス研究

所によると、中国系ハッカーが日本への攻撃を活発に

しており、サイバー犯罪の摘発には米国とロシアも含

めた「国際協力が不可欠だ」と指摘している。 

 

●グーグル、個人情報の利用制限延期● 

米グーグルは広告企業によるインターネット閲覧

履歴利用制限の方針だったが、計画を延期する。欧米

の競争当局が個人情報の保護策が市場支配力の強化

につながると懸念、広告業界などからも反対がある。 

 

●AP、ネット記事の弊害、実名報道を一部中止● 

米国の AP 通信は軽微な犯罪で訴追された人の実名

を今後は報じない。記事がインターネット上に残り、

軽微な犯罪者のその後の人生を困難にしかねない長

期の損害を与える可能性があることを回避する。 

 

◆◆◆ ＳＤＧｓの潮流 ◆◆◆  

●温暖化、とける北極圏 病原菌の放出深刻に● 

北極圏が気候変動に揺れている。グリーンランドは

急激な気温の上昇が氷床をとかして陸地が露出し、埋

蔵資源の争いだけでなく、シベリアでは永久凍土から

出た病原菌やガスによる被害が出始めた。 

 

●三菱自動車、200 万円切る軽 EV● 

三菱自動車は 2023 年度までに軽自動車の商用 EV

を 200 万円未満まで約 2 割値下げする。仏ルノーは今

秋、現行 EV の半額程度の新型車を欧州で出す。大衆

化で先行する中国勢との競争が激しくなる。 

 

●コマツとホンダ、建機でも脱エンジン● 

コマツはホンダと組んで「電池交換式」の小型建機

を 2021 年度中に市場投入する。ホンダが手掛ける交

換式電池パックを採用。残量が減ったら充電済みのも

のと入れ替える仕組み。 

 

●セコム、小型 EV で巡回 都内公道上で実証実験● 

セコムはトヨタ自動車が開発した立ち乗りタイプ

の小型 EV を使い、歩道や横断歩道上で巡回警備する

実証実験を始めた。小型 EV は歩道上の走行を認めら

れていないが、国家戦略特区制度でヘルメットやナン

バープレートを付けた走行が認められた。 

 

●ボルボ、EV 走行距離 1000km へ 20 年代後半に● 

スウェーデンの高級車大手ボルボ・カーは 2020 年

代後半に EV の満充電での走行距離を 1000 キロメー

トルと現在の約 2 倍にする。電池セルなどの自社開発

や搭載方法の工夫などで実現を目指す。 

 

●ＥＵ、脱エンジンへ サステナブル投資から除外● 

EU は CO2 を排出しないゼロエミッション車 ZEV

以外のクルマを環境配慮の「サステナブル投資」対象

から除外する。「EU タクソノミー規則」に明記する。 

 

●脱炭素で発電コスト増、50 年 2 倍、経産省試算● 

経済産業省の総合資源エネルギー調査会基本政策

分科会は脱炭素に向けたシナリオ分析を議論し、脱炭

素により発電コストが膨らむとの試算が示された。 

 

●さいたま市、ゼロカーボンへ出光興産と連携● 

さいたま市と出光興産は連携協定を締結、2050 年ま

でに二酸化炭素排出量を実質的になくす「ゼロカーボ

ン」の実現を目指す。市内世帯のエネルギーの地産地

消や再生可能エネルギーの導入拡大を推進する。 

 

●英、24 年に石炭発電全廃へ 目標 1 年前倒し● 

英政府は温室効果ガスを大気中に排出する従来型

の石炭火力発電所を 2024 年 9 月末までに全廃する。

従来の 25 年目標を 1 年前倒しする。英国は 20 年、風

力や太陽光などを利用した再エネ発電量が 43.1%。12

年に 4 割の石炭火力は 1.8%に減った。 

 

●政府、石炭火力の輸出支援終了へ戦略見直し●  

政府は 2025 年までのインフラ輸出の戦略を見直し、
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温暖化ガスの排出削減対策が取られていない石炭火

力発電について新規の輸出支援を年内で終了する。米

欧と足並みをそろえ、方針を転換する。 

 

●ユーグレナ、個人所有の航空機にミドリムシ燃料● 

ユーグレナはミドリムシや廃食油などを原料とす

るバイオジェット燃料を個人所有の航空機に導入、鹿

児島空港から羽田空港まで約 90 分間飛行した。 

 

●静岡ガス、バイオマス発電に 50 億円超● 

静岡ガスは三菱地所と共同で埼玉県内でバイオマ

ス発電所を稼働、順次、静岡県や隣接県で 3 年以内に

10 カ所の小規模発電所を設ける計画だ。50 億円以上

を投じる。 

 

●九電みらいエナジー、バイオマスを主役に● 

九電みらいエナジーはバイオマス発電事業を拡大、

共同出資の発電所が相次ぎ稼働するのに加え、2022 年

1 月には主体的に運営する下関バイオマス発電所の営

業運転を始める。燃料である木質ペレットの確保に向

け、ラオスのメーカーに出資した。 

 

●CO2 からメタン 官民協議会が初会合● 

経済産業省はメタネーションの官民協議会を開設

した。再エネ電気を使ってつくった水素と二酸化炭素

から都市ガス原料のメタンを合成する。量産の技術開

発や国内外の供給網構築など議論を進める。政府は 50

年に都市ガスの 90%を合成メタンに置き換える。 

 

●炭素再利用、排ガスも資源 石油使わず化学原料●。 

ごみ処理施設や工場などの排ガス中の炭素を化学

原料に利用する「カーボンリサイクル」が実用化に近

づく。積水化学工業は米スタートアップの技術を生か

し、ごみ処理時の排ガスをもとにプラスチック原料を

つくる実証プラントを 2022 年度に本格稼働する。 

 

●ふるさと納税の返礼に「再エネ電気」国が容認● 

政府は再エネ由来の電気を、返礼品として取り扱え

るようにする。再エネ導入に企業版ふるさと納税を使

う動きも出てきている。 

 

●「グリーン水素」価格 3 分の 1 に● 

ENEOS と千代田化工建設は製造過程で CO２を出

さない「グリーン水素」の製造プラントを共同開発す

る。電気分解に関する独自技術を使って設備投資を抑

え、水素価格を 1 キログラム当たり 330 円と、現在の

3 分の 1 程度にするのを目指す。 

 

●エールフランス、食用油新型エコ燃料で飛行●  

仏蘭エールフランス KLM が環境負荷の低い航空燃

料を導入、使用済み食用油由来の燃料による試験運航

をフランス―カナダ間で実施した。 

 

●JTB 子会社、MICE 展開で CO2 ゼロ事業● 

JTB グループは国際会議や見本市など「MICE」

を開催する際に、使用する電力を再エネに置き換える

仕組みを事業化する。CO2 排出量を実質ゼロにできる

として、SDGs を進める企業などで導入を目指す。 

 

●政府が SDGs 報告書、男女格差是正遅れ認める● 

政府がまとめた SDGs 報告書によると、男女格差を

測る「ジェンダーギャップ指数」の日本の総合順位が

156 カ国中 120 位と遅れているのを認めた。 

 

◆◆◆ デジタルの潮流 ◆◆◆ 

●味の素、うま味データをがん予防など医療に活用● 

味の素は食品で蓄えたうまみデータを生かし、認知

症やがんの予防などヘルスケア分野を開拓する。創業

から培ったデータで企業を変える。人の体のたんぱく

質は 20 種類のアミノ酸でできている。医療に使える

アミノ酸に関する知見は民間で最大規模だ。 

 

●デンソー、データ×ロボで農業をカイゼン● 

デンソーは自動車部品で培った画像のビッグデー

タ利用技術を活用し、ロボットによる 24 時間操業の

野菜工場を運営、人手頼みで生産性の低い農業を変え

る。ＥＶで事業環境が変わる脱・自動車戦略だ。 

 

●データ防御強化の農業ドローン開発受託● 

ヤマハ発動機などでつくる「ハイスペックドローン

開発コンソーシアム」は農業・食品産業技術総合研究

機構から高いセキュリティー機能を備えた高性能な

農業用ドローン開発を受託する契約を結んだ。 
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●シャープ、台所から DX 家電戦略転換を模索● 

シャープは、調理家電を核にレシピ提案から食材配

達、オンライン料理教室までデジタル技術で一貫サー

ビスを提供する新しい「ビジネスモデル」への転換を

模索する。米ウォルマートなど流通大手を巻き込む

「スーパーアプリ」が台頭しており、消費者から得た

データでサービスを磨く。 

 

●三菱地所、丸の内「顔パス」に、人流分析● 

三菱地所は東京・丸の内オフィス街の 30 万人弱の

人流データを活用し、顔認証などのデジタル技術で

様々なサービスを提供する新ビジネスを始める。上物

頼みの「大家」の事業モデルから転換する。 

 

●香川県、医療機関 3 割で患者情報共有● 

香川県は県内医療機関で、患者のレセプト情報を共有

するシステムを導入した。受診する医療機関を変えて

も、医師らは病歴や投薬などの情報を把握できる。コ

ロナの集団ワクチン接種会場でも活用された。 

 

●マイナ保険証 732 施設、10 月運用へ準備急ぐ● 

厚生労働省によると、健康保険証の代わりにマイナ

ンバーカードを利用できる医療機関や薬局は732施設

にとどまる。顔認証付き読み取り機やパソコンが必要

で、設置機器の導入が遅れ、10 月に向けて準備を急ぐ。 

 

●コマツ、AWS で地形データ共有、建設現場可視化● 

コマツはアマゾン・ウェブ・サービスを利用、地形

データや作業の進捗状況をリアルタイムで可視化し、

工期短縮やコスト削減につなげる。AWS の活用で従

来は使えなかった市販のスマートフォンやタブレッ

トを使い、現場から離れた監督者もリアルタイムで工

事の進捗データを迅速に作業指示できる。 

 

●テレワーク、市町村に指針 総務省が導入後押し● 

総務省は地方自治体がテレワーク導入の際に必要

な検討指針をまとめた。コロナ対策や公務員働き方改

革に不可欠な取り組みとして普及を後押しする。 

 

●Suica 履歴を「秘密計算」●  

JR 東日本は「秘密計算」手法で「Suica」の利用デ

ータの分析を検討中。機密データの保護と活用を両立

する技術でプライバシーの確保やサイバー攻撃への

対策を強化する。 

 

●情報システム、司令塔未整備、日経調査●  

日本経済新聞の国内金融機関 CIO 調査によると「金

融機関の情報システム部門では司令塔が不在」である。

システムの経験がない人材が 2 割、経験 5 年未満まで

含めて 3 割となった。見直しが急務だ。 

 

●「脱ハード」で 5G インフラ、コスト 4 割減●  

携帯電話の通信インフラをクラウド上のソフトウ

エアに置き換え、専用機器や大がかりな通信基地局を

減らす「脱ハード」の波が広がっている。5G でインフ

ラ構築費を 4 割程度減らせるとの見方もある。 

 

●英当局、無国籍の仮想通貨に網 事業禁止も● 

英国の金融当局は無登録で営業を続ける仮想通貨

取引業者「バイナンス・マーケッツ」の英国内での事

業活動を禁止した。日本の金融庁も警告を発し、マネ

ーロンダリング対策を強化している。 

 

●選挙偽情報、SNS 規制など各国が対策● 

インターネットでは選挙運動に絡む偽情報が飛び

交っているが、米国や欧州、近く大統領選を控えるフ

ィリピンなどでは候補者らのネット利用に関するル

ール作りが始まっている。 

 

●スマホ銀行、世界 300 社 4 年で 4 倍 国内地銀も● 

スマホで融資や預金などの銀行サービスを提供す

る「デジタルバンク」が 2020 年末に世界で 4 年前の

4 倍の約 300 社になった。日本でも「みんなの銀行」

が 21 年 5 月にサービスを始めた。 

 

◆◆◆ 沖縄の潮流 ◆◆◆ 

●マリックスライン、鹿児島－沖縄に新造船導入● 

マリックスライン（鹿児島市）は鹿児島から奄美諸

島を経由し沖縄本島の本部港、那覇港に着く定期旅客

航路に投入する新造船「クイーンコーラルクロス」の

進水式を行った。11 月に沖縄向け航路に就航する。 

 

●JTB が石垣のダイビングスポットに人工浮島● 

 ＪＴＢ沖縄は、石垣市屋良部半島の大崎海岸沖合に、

https://www.nikkei.com/nkd/company/?scode=6753
https://www.nikkei.com/nkd/company/?scode=8802
https://www.nikkei.com/nkd/company/?scode=6301


マリンレジャー事業として巨大な人工浮島の設置を

計画している。周辺は国内屈指のダイビングスポット

で、シュノーケリングやダイビングの拠点などに活用

するという。 

 

●「下地島宇宙港」16 社参画 共同事業体を設立● 

 宮古島市の下地島空港を「宇宙港」として利活用す

る計画を立てているＰＤエアロスペース（愛知県）は

宇宙港事業をベースに幅広い産業の振興を目指す「下

地島宇宙港事業推進コンソーシアム」を設立、県内外

16 社が参画した。今後、ジャンルや企業規模を問わず、

100 社程度を目標に参加企業を募る。 

 

●宮古島に最大リゾート 南西楽園が開発●       

南西楽園リゾート（宮古島市）は１６日、宮古島南

岸部の市城辺友利地区に大規模ゴルフリゾート「保茶

根（ほちゃね）カントリークラブ」（仮称）を建設する。

約 136 万平方メートルの広大な敷地に、全 18 ホール

のゴルフコースとホテル、ヴィラなど 66 棟 1726 室を

整備する。同社が運営するシギラリゾート（客室約

1200 室）を超える規模。 

 

●沖縄の 2020 年賃料が上昇 コロナでも変化なく●  

 おきぎん経済研究所の県内賃料動向調査 2020 年に

よると、賃貸物件の平均賃料は、新築・中古の全 6 類

型で前年より上昇した。新築は建築費高騰の影響で前

年比 7～11％増で推移。経済環境は停滞しているが、

「一般住宅需要は大きな変化はない」という。 

 

●5 月観光客 19 万人 2020 年同月比 4．4 倍も● 

 沖縄県文化観光スポーツ部によると 5月の入域観光

客数は前年比 4.4 倍 19 万 5200 人だった。コロナ感染

拡大前の 2019 年 5 月比では 76.6％（63 万 9700 人）

減だった。外国客は 14 カ月連続でゼロとなった。 

 

●かりゆしウエアの売れ行き低迷…製造 12％減●  

 2020 年のかりゆしウエア製造枚数が前年比 12％減

の 37 万 4525 枚に落ち込んだ。県民のライフスタイル

の変化や、観光客需要の低迷などが背景にある。 

 

●百貨店・スーパー4 月販売は前年比 15％増 ● 

 沖縄総合事務局によると、４月の管内百貨店・スー

パー販売額は、前年同月比で 15.1％増の 164 億 3100

万円だった。前年４月は、新型コロナウイルスの感染

拡大で一部店舗の休業や外出自粛によって、売り上げ

が減少、今年は反動増が大きい。  

 

●オリオンビール 3 期連続の減収減益●     

オリオンビールの 2021 年 3 月期決算は、コロナ感

染拡大で主力の酒類・清涼飲料事業、リゾートホテル

事業ともに落ち込み、売上高前期比 24.1％減の 189 億

5600 万円、経常利益は同 72．2％減の 6 億 6400 万円、

純利益は同 37.1％減の 11 億 1900 万円と 3 年連続の

減収減益となった。 

 

●中小企業強化 16 の提案採択 県産業振興公● 

県の中小企業基盤強化プロジェクト推進事業で、

2021 年度公募に 16 件の提案が採択された。事業は県

の委託で県産業振興公社が実施し、中小企業が抱える、

さまざまな経営課題の解決に向けた取り組みを支援・

補助する。 

 

●やっぱりステーキが福岡に「非接触」店舗● 

ディーズプランニング（那覇市）は福岡県春日市に

「やっぱりステーキアクロスモール春日店」を開業し

た。配膳ロボットや次世代型レジを導入。注文から配

膳まで「非接触」で完結できる新しい店舗モデル。 

 

●おきなわ屋がライブコマース初参入● 

 県内で土産品店６店舗を運営しているおきなわ屋

は、映像配信しながらリアルタイムで商品を販売する

「ライブコマース」に参入した。県外にいても沖縄を

楽しめる土産品セットを新たに商品化し、ＥＣサイト

で売り出した。  

 

●沖縄県産黒糖の在庫、過去最多の 1 万 6000 トン●      

 沖縄県黒砂糖工業会によると、沖縄県内８離島にあ

る黒糖（含蜜糖）製糖工場や県内外の流通業者が抱え

る黒糖の在庫が、過去最多の１万６千トンに達する。

約２年分の生産量に匹敵し、金額にして 37 億円に上

る。原料となるサトウキビの増産ペースに販路の拡大

が追いつかず、過剰生産の状態になっている。  

 

●ウコン輸出最高 2.2 億円 20 年、健康志向高まる● 



沖縄地区税関によると、2020 年、ウコンの県内から

の輸出量は前年比４倍の 17.9 トンと急増し、金額は

同 4.2 倍の２億 2582 万円だった。数量と金額ともに

過去最高となった。全国シェアは６年連続で１位とな

っている。日本製の商品は安心感の高さから海外でも

人気が高い。 

 

●最高峰ワサビ栽培、西原に植物工場 ●  

 ワサビの自動栽培に取り組むアグリテックベンチ

ャーの NEXTAGE（東京都）が、植物工場でのワサビ

の試験栽培と出荷を目的とした施設「沖縄 R＆D セン

ター」を西原町我謝に開設した。ワサビの試験栽培は

県内初。 

 

●琉球銀行に不正アクセス 個人情報 445 件流出● 

琉球銀行はウェブ上で口座開設などを申し込める

社外のシステムに、第三者による不正アクセスが発生

し、445 件の個人情報が流出した。同行はサービスを

一時停止して原因究明に努め、個人情報を利用した詐

欺などに注意を呼び掛けている。 

 

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊ 

沖縄ＤＸ会員企業、連携団体、沖縄ＤＸ幹部と名刺交

換させていただいた方に、創刊第 16 号を送信させて

いただきました。沖縄ＤＸの方向性を読み取っていた

だきたい。本メールや沖縄ＤＸ開催セミナーを聴講で

きる「情報会員」、本メールなどで紹介する沖縄ＤＸ事

業に参画を希望する企業は「幹事会員」「一般会員」に

加入申し込みください。お待ちしています。「会員制度

の詳細を知りたい」、あるいは「この種のメールニュー

スは不要」という方は、恐れ入りますが、その旨、下

記に送信ください。⇒ info@okinawadx.com 

なお、創刊前準備号から第 15 号までは右記ＵＲＬか

ら閲覧できます。アーカイブ欄があります。 

https://www.okinawadx.info/%E3%81%8A%E7%9F

%A5%E3%82%89%E3%81%9B/ 

 

沖縄トランスフォーメーション代表理事 中島 洋 

              専務理事 浦崎真作 

                理事 中島啓吾 

                理事 谷孝 大 

事務局長 高澤真治 
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